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地域再生計画 
 

１ 地域再生計画の名称 
～ラストワンマイルで産業創造を～ 
≪ かのさと『にいみ』地域ブランド育成・雇用促進計画 ≫ 

 
２ 地域再生計画の作成主体の名称 
  新見市 
 
３ 地域再生計画の区域 
  新見市の全域 
 
４ 地域再生計画の目標 
  新見市は、岡山県の西北部に位置し、推定５０億トンとも言われる豊富で良質

な石灰石の産出を背景にした石灰石産業と豊かな自然を活かし、農林畜産業を中

心に発展してきた。 
  しかし、近年では過疎化と社会経済情勢の急激な変化により、中小企業の経営

環境が厳しい状況に直面しており、地域の経済や雇用にも大きな影響を与え始め

ている。このような中で、平成１７年３月に１市４町が合併し、新生新見市が誕

生した。新市にとりまして経済の活性化を図り、雇用の場を確保することは重要

な課題である。 
このため、新見市では、雇用開発助成金制度等を設け地域企業の雇用面の支援

を行ってきている。さらに、平成１７年度に新見市地域情報化計画を策定し、“光

で広がる快適環境都市 にいみ”を基本コンセプトに、情報基盤整備事業として、

市内全域の家庭及び希望する企業に光ファイバーを接続し、高速通信網の活用に

より、地域経済の活性化・企業支援を行うために、新見市ラストワンマイル事業

を実施している。 
また、新見商工会議所及び阿哲商工会は地域中小企業や小規模事業者を支援す

る、中小企業相談所の設置や経営改善事業等により地域企業の活性化に向けて取

り組んでいる。 
しかしながら、新見市の雇用情勢は過去１年間の有効求人倍率が０．７３倍と

岡山県内平均の１．１２倍を大きく下回っており、非常に厳しい状況が続いてい

る。このため、より一層の雇用創造や雇用機会拡大のための施策を早急に実施し

ていく必要がある。 
   
（１）新見市ラストワンマイル事業により整備される情報通信環境を有効に活用

した、新規起業の創造や新産業の育成を図っていくことが必要となっている。

特に企業誘致においては，ＩＴ産業系の企業にターゲットを絞った、戦略的
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な企業誘致を展開していくとともに、企業が求める人材育成を図っていくこ

ととする。 
 
（２）地域特産品を開発し、新たな産業、地域ブランドとして育成していくため

には、専門的な技能を持った技術者の養成が必要である。また、起業のため

には中心的人材の育成（労務管理・営業・販売・接客等を含めた人材育成研

修・セミナーの開催等）を行うことが求められる。 
 
（３）市内の地場産業では、有能な若手人材の確保や専門的な技術を持った人材

の確保に苦慮している。一旦就職しても短期で離職してしまう若年層が近年

増加しているが、企業の側にもこうした若者を根気よく育てていく環境・人

材が不足しているのが原因の一つである。このため、地域企業内で指導者の

養成を行い、若年者の職場への定着を図っていく必要がある。また、併せて、

若者が地元企業に従事するための情報の提供や相談体制の整備、専門的な人

材を確保するための支援を行うこととする。 
 
このため、新見市ラストワンマイル事業により整備される情報通信環境を有効

に活用し、ＩＴ関連の新規起業や企業誘致、人材育成を図りたい。また、地域産

業の活性化を推進していくノウハウを持つ中心的人材の育成と、在職者のスキル

アップを目的とした人材育成事業に取り組むことにより、地場産業の振興及び地

域経済の活性化を図るとともに、雇用の創造、雇用機会の拡大を図り、もって地

域の活性化を目指すものである。 
認定に基づく支援措置である地域提案型雇用創造促進事業（パッケージ事業）

の実施による具体的な目標数値は、計画期間内に１５０名の雇用を創出すること

であり、これらの取組を通じて、雇用情勢の改善を目指すものである。  
 
５ 目標を達成するために行う事業 
５―１ 全体の概要  

  地域活性化と雇用安定のために、新見市ラストワンマイル事業を有効活用でき

るように、ＩＴ関連産業や地域特産品製造等の分野を中心に、雇用創造促進施策

として、人材育成のための研修事業や若年層の就業促進を図るための事業等を、

地域提案型雇用創造促進事業（パッケージ事業）として、新見市及び地域の経済

団体が一体となって実施することにより、地域産業の振興並びに雇用の創造、就

労機会の拡大を図り、その他産業振興施策を連携して実施することにより、相乗

的な効果を発揮させ、地域の活性化、目標の達成をめざしていく。 
 
 ５－２ 法第４章の特別の措置を適用して行う事業 
  該当なし 
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 ５－３ その他の事業 
  ５－３－１ 地域再生の認定に基づく次の支援措置を活用して実施する雇用

創造促進施策 
・支援措置の名称と番号 
地域提案型雇用創造促進事業（パッケージ事業）：【Ｃ０９０１】 

・実施主体 
新見市雇用創造促進協議会 
（構成：新見市、新見商工会議所、阿哲商工会、新見市観光協会） 

 
（１）ラストワンマイル事業を活用した事業 
   新見市ラストワンマイル整備事業により平成２０年度までに、新見市全域に

ブロードバンド環境構築が実現する。この情報通信環境を有効に活用した、新

たな産業の創造、関連の企業誘致及びＩＴ関連の人材育成を図って行く。  
  
 ①新規創業・新規起業者育成事業・職業訓練（パソコン研修等の開催） 
＊ ラストワンマイル事業の進行を見極めながら、年度毎に事業内容（セミ

ナー・研修等の内容）を決定していく。 
＊ パソコン講座については、初級講座から高度な内容まで、プログラムを

充実させて行う。 
②在職者ＩＴスキルアップ研修（企業の中核的人材対象） 

  ＊パソコン研修を計画しているが、市内企業に講師を派遣しての研修も計

画している。 
  

（２）特産品開発（地域ブランド）・育成・活用・観光振興事業 
   新見市は豊かな自然に恵まれ、果物・野菜等が豊富に生産されている。こ

の農産物を、地域の特産品として開発するため、研修による技術習得ならび

に特産品開発を図り、『地域ブランド』として育成する。同時に、特産品の開

発を行っているグループ等の起業を促進するため、中心的な人材育成（人事

労務管理・経営セミナー等）を集中的に行うことで、新規起業の創造、雇用

の創出を図る。 
 
①新規起業者育成事業・観光ガイド育成事業 

   ＊特産品を開発、販売しているグループの起業を図るための支援を行う。 
＊観光ガイドの育成とともに、観光産業の販路拡大、営業・接客等のスキ

ルアップを図り、企業の業績拡大により、雇用の拡大を図る。 
②人材育成事業（労務管理・接客等の研修及びセミナー・講演会開催） 
＊ラストワンマイル事業により、充実する情報通信環境を活用し、インタ

ーネットを有効活用した販路拡大や、観光施設等のプランニングの出来る
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人材の育成を図る。 
    ＊地域特産品分野の新規創業者の支援（中心的な人材の育成により、事業

の拡大・雇用の創造を図る。） 
③技術習得研修（特産品加工技術等、派遣・研修） 
＊地域特産品の開発・品質の改善等のため、技術者の育成を行う。 
・派遣研修（専門機関・先進地派遣を含む） 
・講師派遣研修（新規起業を行った事業者へ専門家を派遣し、技術者の

育成を図る。） 
 
３）若年者に対する就職支援事業 
  新見市では急激に進んでいる過疎化、高齢化に歯止めをかけるためにも、若

者定住を図ることが急務である。そのためには地元企業への就職が重要である

が、これを促進するために、企業説明会・就職相談会を開催。また、就職セミ

ナーと職場体験を組み合わせた研修を行うなどして若年者の就職を促進してい

く。また、企業内の指導者を育成し、若年者の職場への定着、雇用機会の拡大

を図る。 
 
①企業説明会・就職相談会の開催 
 ＊産業フェアー等のイベントに併せての開催を計画 
②就職セミナー等の開催 

   ＊若年者の短期離職を防ぐため、就職する前に社会人としての心構えを持

ってもらうために、若年者の求職者、新卒者（地元の高校・短大に協力を

依頼）を対象に、セミナー・職場体験等のメニューを組み込んだ研修を行

う。 
 
（４）情報提供・相談事業 
   求人情報や就職支援情報など求職者への情報提供や、企業支援の情報、各

種セミナー、講座情報など、ホームページの開設により雇用促進に繋がる情

報提供を行う。 
   又、地元企業が必要とする人材を確保するためＩ・Ｕターン説明会・相談

会を開催し専門技術を持った人材の確保に努める。また、ホームページ上で

Ｉ・Ｕターン希望者へ広く情報を提供し雇用創出を図る。  
 
①協議会のホームページ作成・運営（求人情報等をホームページに掲載し 
発信する。） 
②Ｉターン・Ｕターン説明会の開催（開始地：大阪等） 
＊地場産業にマッチする専門技術を持った人材の確保 
＊バイオマスプラント事業の推進により、専門技術を持った人材の確保 
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＊団魂世代のＵターン促進事業の実施 
③定期的な相談日の設置（巡回相談等の実施） 

 
５－３－２ 新見市が独自に実施する地域再生の取組 
（１）農業振興に係る事業 
  地域の特産品として、ピオーネ、春夏トマト、桃、花き等の栽培を推進し、

地域ブランド化を図るとともに、冷涼な気候に適した新たな振興作物の導入

等により農業の活性化を目指す。また、岡山県を代表する銘柄牛である、『千

屋牛』のブランド化を推進するために、生産支援システムの開発や、千屋牛

ブランド化推進基金の設置など行い、千屋牛の増頭を促進し、畜産経営者の

生産基盤の安定を図るとともに、新たな雇用機会の創出を目指す。   
 
（２）地域情報化に係る事業 

 新見市全域の家庭・企業へのブロードバンド環境構築を実現することで、

情報の受発信・高速通信網の活用により、地域経済の活性化・企業支援を

おこなう。 
①ラストワンマイル整備事業 

 
（３）ＩＴベンチャー支援事業 
   ＩＴ関連分野等において新規創業を目指す個人や創業間もない企業を支援す

るための企業情報化支援施設“ｉ－boxにいみ”を設置。 
   《ｉ－boxにいみ》 
     ＩＴ関連分野等において新規創業を目指す個人や創業間もない企業に対

し安価に利用できる施設を提供することにより、起業者支援、若年定住

の促進を図ることを目的に平成１３年度に設置され、インキュベートル

ーム６室、サテライトオフィス４室、多目的フロアーからなる施設 
 
（４）新見地域中小企業支援事業 

小規模企業者の経営革新等の課題を解決する相談拠点として、新見商工会議

所及び大佐商工会・神郷町・哲多町・哲西町商工会の中小企業相談所等設置事

業に対し商工業の振興のための助成をおこなう。 
   ①中小企業相談所助成事業  

②経営改善事業助成事業 
 
（５）人材育成・雇用開発事業 
   広い視野に立った創造性豊かな知識と技術を身につけ，地域産業活性化のた

めに、中小企業大学校の行う研修を受講させた事業主に助成金を交付する。 
また、中高齢者、障害者等の雇用機会の増大を図るために、特定求職者を雇
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用した事業主に助成金を交付する。 
 
（６）企業立地促進事業 

新たな企業の立地は、地域経済の活性化や雇用の創出に繋がるため、市内へ

の企業立地の促進を図るべく、新見市企業立地促進奨励金を設け、一定の基準

を満たす工場等の新増設に対し助成金の交付を行っている。 
 
６ 計画期間 
  地域再生計画の認定の日より平成２１年３月３１日まで 
 
７ 目標の達成状況に係る評価に関する事項 
  地域提案型雇用創造促進事業（パッケージ事業）を活用した雇用状況につい

ては、事業による施策活用企業等に対するアンケート調査等により、雇用人数

を把握し、目標数値との比較を行い評価を行う。雇用情勢の改善状況について

は、高梁公共職業安定所新見出張所管内における有効求人倍率（平成２０年度）

を用い、目標の達成状況を評価する。 
 
８ その他地域再生計画の実施に関し当該地方公共団体が必要と認める事項 
  該当なし  
 


